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［特集］  日立ソリューションズの開発力

　昨今、開発要員は少人数ながらも、OSS
を積極的に活用したアジャイル開発が、
Webシステムを中心に広がっています。現
在のシステム構築の動向は、まつもとさん
の目から見るとどのように見えていますか。
　あらゆるものがWeb化しているという
ことがまず言えますね。それに伴って開発
スピードも速くなっている。私が大学を卒
業して就職したのが1990年ですが、その
ころだと、要件定義に1年かけ、ウォーター
フォールでの開発に3～４年かけるプロ
ジェクトというのはざらにありましたが、
今はそのような開発のほうが珍しくなっ
ています。
　それよりも、Webの案件で開発期間は
３か月、極端なところでは３週間とか、最
近はそんな話をよく聞きます。これでは、
システム開発者も今までと同じような仕
事のやり方では生きていけない。仕事の
リソースが人間だけであるなら、ゆっくり
と変化していけばいいが、ITはテクノロ
ジーですから。テクノロジーそのものが
どんどん変化していく時、人がじっとして
いるということは、結局後ろに下がってい
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くということでしかない。保守的な判断が
致命的になる場合も少なくありません。

　クラウド化がシステム構築に与える影
響はどうでしょうか。
　サービスを始めるときにコストがかか
ると思うんですが、最近さまざまなもの
がWebになってしまったので、それにか
かるコストが圧倒的に下がっています。
クラウドサービスを利用すればサーバー
を自前で持つ必要がないわけですから、
これもコストダウンに寄与していますね。
サービス開始にあたっての敷居が低くな
る一方で、開発の規模感も小さくなって
いく。そこに昔のような開発コストをかけ
ていたら、プロジェクトはペイしないです
よ。これはこれからのITビジネスにおける
難題です。

　OSSの活用もシステム開発の様相を
変えつつあります。
　先ほど申し上げましたが、新しい技術
が生産性を高め、諸問題を解決してくれ
る業界では、保守的な選択が全然役に立
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クラウド化、Webシステム化、オープンソースソフトウェア（OSS）の活用、短期間開発な
ど、システム構築の現場では技術、開発手法、開発体制などが多様化してきている。こう
したシステム構築の変化を、プログラム言語の開発者はどう見ているのだろうか。また、
その変化に伴い、ビジネスはどう変わっていくのか。Rubyの開発者として知られる、
まつもと ゆきひろ氏を松江市に訪ね、システム構築の現状とITビジネスの未来を伺った。

すべての企業にとって、
IT活用の判断がビジネスのコア・コンピタンスになる
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たない。言語もまた同様で、常に新たな
イノベーションが発生するような言語、つ
まり動きの速い言語というのが望ましい
ということになります。
　実際のところ言語は何だっていいわけ
ですが、例えばRubyのようなOSSの言語
では、日々の革新が常に起こっている。だ
からこそ、それを選ぶという判断があると
思うんです。

　最近のまつもとさんの著書『コードの
未来』では、プログラム言語の歴史的経
緯をあらためて調べ直して、未来の軸を
見通そうとされています。言語は、世の中
の変化に応じて発展してきたということ
が良く分かります。
　言語が変化する、新しい言語が生まれる
というのは、ほとんどの場合、どれだけ投資
が行われたかにかかわってきます。Rubyも
またこの数年にわたるさまざまな形での
投資、とりわけ人的な投資が集中したから
こそ、より使えるものに発展してきたわけ
です。日立ソリューションズも、早い段階で
Ruby専任の組織を作り、松江にも事務所
を構えて積極的にかかわっています。
　OSSの場合は、ソースを磨いてくれる技
術者のコミュニティーが財産です。言語と

して優れているかどうかはもちろん重要で
すが、最終的には、どれだけの人たちが
Rubyとその周辺の技術の発展に努力した
かということが価値なんです。

　こうしたOSSも用いながら、開発手法と
してのアジャイルが、近年は大規模な構築
案件の中でも適用されるようになってきま
した。アジャイル開発についてはどのよう
にご覧になっていますか？
　どんなシステム構築でも、求められて
いる業務を実現するために必要な技術
はどんなものか、まず調べようとします
ね。同時にそれを使うとどのぐらいの開
発工数がかかるかも分かるようになる。
だから、そのために仕様書が必要だった
わけです。
　ところが、ここ何十年、人類がシステム
を構築してきて分かったことは、計画段
階で、今の問題解決に必要で、今後も必
要であり続けるシステムや、今も未来も
100％完璧なシステムが想定できるとい
うことは、ほとんどない、という事実なん
です。

あらゆるものがWeb化する時代
当然、開発期間は短くなる

　アジャイル開発が提唱された背景に
は、そういう反省があるのではないかと
個人的には思っています。最初にできた
ものはあくまでも顧客の要望の近似値で
しかない。より顧客の要望に近づけるた
めには、納品して終わりではなく、永続的
にシステムを直し続けていかなくてはな
らないんです。
　となると、システム構築のスタイルも変
わらざるをえません。１つにはサービス
を提供する側が自らシステムを開発して
しまうという流れです。すでにアメリカ企
業のWebシステム構築ではそういう事態
が起こっている。極端なことを言うと、あ
まり難しいことをしようとしなければ、実
は我々が自分でやってもなんとかなるん
じゃないかと、ユーザー側、実際にWeb
サービスを提供する事業会社が気づい
てきたということなんです。コスト面で
も、クラウドサービスが安く使えるように
なって、構築にあたっての敷居が低く
なってきましたからね。
　ビジネス上の価値を最大限にすると
いう目的を達成するため、システムを構
築して、納品したらプロジェクトが終わり
という考え方も変化し、お客様とSIerの付
き合い方がアジャイルになってくると思

何を開発すればベストなのか、
最初からは分からない

Yukihiro Matsumoto

日々革新が起きているOSSに
投資が集中している



います。お客様とSIerが共に、価値を最大
限にするためのシステムのあり方を考え、
構築しつつ、より良いものを作り続けてい
くという関係が必要ではないでしょうか。

　そういう背景から、開発対象を小さく
分割し、反復型開発を行うアジャイルが
注目されているわけですが、アジャイルで
どう品質を担保するのかという課題は残
りますね。
　アジャイルだから品質は担保しない
ということではないんです。アジャイル
自体にテストをしっかり行う文化が含ま
れていますから。要は、アジャイルであ
ろうがなかろうが、品質維持にどれだけ
コストをかけるかということだと思うん
ですよ。例えば、Webシステムが1時間
止まったらどのくらいビジネス機会を損
失するかは業種・業界によって違ってき
ます。その見極めが必要です。逆に言え
ば、すべてのシステムに最高級の品質
を保証し、それにコストをかけて維持す
る必要があるかどうかは、場合によって
変わってくるということです。
　予算規模が大きい時は、品質保証に
大きなコストをかけても、コスト全体へ
の影響は軽微で済んでいましたが、予算
規模が小さくなると、そこだけにコスト
はかけられなくなる。以前よりも、その判
断が難しくなっていることは確かです。

　最近のガートナー社のレポートによれ
ば、2020年の東京オリンピック・パラリン
ピックのころには、すべてのビジネスがIT
ビジネスになるだろうと言ってる人がい
るそうです。システムをどうするかという
IT活用の判断が、どんな企業にとってもビ
ジネスのコア・コンピタンスになるという
話ですね。これまでもそうだったじゃない
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かと言われるかもしれないけれど、実は、
事業の中でITが占める割合は、今はまだ
大したことないんです。CIOなりシステム
部の誰かなりが適当にやってくれてれば
よい、と考えている企業はまだ多い。しか
し、それと同じことをアマゾン社に言える
かというと言えないですよね。
　アマゾン社のような企業ではITにかかわ
る判断を決して人任せにしない。７年後の
経営者は自分の会社のITをどうするかに全
責任を持たないといけないし、逆にその判
断こそが経営者の資質を左右することに
なるでしょう。「わしゃITわからんから」って
いう言い訳はもう通用しないんです。

　例えば、「自分のビジネスは対面販売で
あるとか、モノを動かす仕事だからIT化しに
くい」という言い訳がこれまではありました
が、ICタグの情報をGPS（全地球測位システ
ム）で拾い、ビックデータを分析できる時代
ですからね。「もうITはうちのビジネスに関
係ないよ」とは言えなくなってきている。
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　たとえその会社がそう思い込んでい
ても、同じ業界のどこかの会社がIT化し
てビジネスを改革したら、あっという間
に差がついてしまいます。
　SIerには、まずこうした企業のシステム
化を支援するミッションがあります。支援
するといってもさまざまなレベルがあっ
て、社内のITリテラシーが高くて、放ってお
いたら自分でどんどんシステムを構築し
ちゃうユーザー企業もあれば、あと7年で
自社でシステム構築ができるようになる
企業ばかりではない。それぞれのレベル
でお手伝いする仕事は、当然必要です。

　すべてのビジネスがIT化するという変化
を感じて、経営課題のところからSIerが
入って一緒に次のビジネスを考えていきま
しょうという動きもありますね。「超上流」と
いう表現も広まりつつあります。
　確かに、単なるシステム構築ではな
く、さらに上流、お客様の事業の経営課
題の抽出から一緒にやっていきましょう

という動きはすでに出てきています。
　さらに、ソリューションは誰にでも作れる
けれども、プラットフォームは誰にでも作れ
るわけではないということもありますね。
　例えば、OSSを組み合わせてホーム
ページを作るのは個人でもできますが、
じゃあRubyという言語を誰もが作れる
か、あるいはLinuxのようなOSを誰でも作
れるかとなると、そうはいかない。言語や
OSは一種のプラットフォームです。その
開発のためには圧倒的な技術力を持つ
プロフェッショナル、あるいはその集団が
必要です。SIerがそこに賭けて優位性を
保つというのは、１つの選択肢だと思い
ます。

　誰がシステムを開発するのか、その「主
語」をはっきりさせてほしいということで
すね。ビジネスの核にITを据えるのであれ

ば、自社でそれを開発しようというのは１
つの流れですが、どんな大企業でも自社
ですべてを開発できるわけではない。
すべてに手が届かないとすれば、日立
ソリューションズのような外部のプロに
お願いするのは当然だと思うんですよ。
　しかし、そこでもシステム構築をコント
ロールする主役は誰かということを見
失ってはならない。「私が金を出して、ベン
ダーが開発する」のではなくて、あくまで
も「私が欲しいソフトを作るのにベンダー
に手伝ってもらう」という姿勢を大切にし
てほしいですね。
　つまり、お客様の側も主体的に参加して
くれないと、共にシステムを作り上げる共
創的な関係は生まれない。自社のビジネ
スをIT化する時には、やりたいことを考え
抜く、そしてそれをベンダーと一緒に作り
上げていく──そういう文化が不可欠で
す。それがないと、けっして良いシステムは
生まれない、ひいては良いビジネスは生
まれないということは言えると思います。

アジャイルによる開発と品質保証は、
コストのかけ方の判断が重要になる

すべてのビジネスが
ITビジネスに

誰がシステムを作るのか ──
「主語」を見失うな 1965年生まれ。筑波大学卒。プログラミングの分野に

おいて世界的に名の知れた数少ない日本人の１人で、
英語圏では「Matz」の愛称で呼ばれる。「Rubyアソシ
エーション」代表理事理事長としてその開発・普及活
動に取り組むほか、ネットワーク応用通信研究所、楽
天技術研究所のフェローを務め、2011年7月からは
Salesforce.comの子会社、米Heroku社のチーフアー
キテクトに就任。松江市名誉市民。
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Ruby on Rails 発表

Ruby
普及へ
の流れ

海外での　　Ruby on Railsの使用例の増加

日本での利用も増加し始める
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　プログラミング言語「Ruby」は、2013年2月にその
開発スタートから20年を迎えた。また、5年ぶりのメ
ジャーバージョンとしてRuby2.0がリリースされるな
ど、新たな時代に突入し、さまざまな場面での利用
が広がっている。特に企業システムへの導入の動き
は急速だ。2009年から毎年松江市で開催される
「RubyWorld Conference」でも企業システムの
Ruby活用事例が数多く報告されるようになった。
　こうした潮流の節目になったのが2004年の

Webアプリケーションフレームワーク「Ruby on 
Rails」の登場であったことは間違いない。2005年
以降、米国西海岸のITベンチャー企業で、Webアプ
リケーション開発にRuby on Railsを活用する事例
が増えてきた。彼らはこれまでのシステム開発のレ
ガシーにとらわれていない。逆に、より新しい技術
を使って、より高い生産性を生み出し、より早くサー
ビスを提供できればビジネスに勝てる、と考えた。
その開発基盤として、RubyおよびRuby on Railsが
選ばれたのだ。
　海外での実績は、日本でも高い関心をもって迎え
られた。ベンチャー企業だけでなく、大手SIerでも

Webシステム構築での活用が進んでいく。
　2007年には開発者コミュニティーとビジネスの
架け橋を目的に「Rubyアソシエーション」が誕生。
2011年には財団法人に発展している。Rubyアソシ
エーションは開発者を支援するための助成金交付
や合宿の開催、あるいはRubyおよび周辺のライブ
ラリやフレームワークの開発・保守を支援するため
の活動を強めている。
　日立ソリューションズはこの団体の発足当初から
メンバーに名を連ね、Rubyの高い技術を有する企業
として、他16社と共にゴールド認定を受けている。
　「日立ソリューションズは、設立当初からアソシ

エーションに理事を送り、2009年には“Rubyセンタ”
を社内に作るなど、日本のSIerの中でもトップクラス
の熱心な取り組みをしていただいています」と、
まつもと氏もその実績を高く評価している。
　最近のまつもと氏の関心は、「Webの外にまで
Rubyの良さを届けよう」ということだ。例えば、科学
技術計算において広く使われる言語にPythonがあ
るが、この領域でもRubyの強みを示したいと考えて
いる。また、組込み制御の領域でもRubyは存在感
を発揮し始めている。
　「例えば、最近の炊飯器はほとんどコンピューター
ですが、機能が複雑で、ソフトウェアの開発が大変な

んですね。しかもシーズンごとに作り替えなくちゃい
けない。家電の組込みソフトもRubyでアジャイルっ
ぽく作れないかというニーズは以前から聞いていま
した。ただ、現状のRubyをそのまま積むとそれだけ
でCPUやメモリへの負荷が膨大になる。メモリサイ
ズが小さく、あまりリソースを消費しないRubyがある
といいね、ということで開発中なのが、組込み処理向
けの軽量Ruby“mruby”です」
　日本発のプログラム言語Rubyは、企業を含む
オープンソース・コミュニティーに支えられ、開発者
のすそ野と開発領域を広げながら、これからも着実
に進化していくことだろう。

Rubyの機能・性能検証
社外Ruby推進団体への参画
社外セミナー開催

Rubyセンタ設立
松江にRubyラボ設立

Rubyアソシエーション認定
人財育成

Rubyアソシエーション設立 IS X 3017 として制定

日立ソリューションズの
取り組み

1993

Ruby誕生 Rubyのネット公開

1995
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引合 提案 契約 要件定義 基本設計 詳細設計 プログラミング 単体テスト 結合テスト システムテスト 運用テスト 検収テスト 納品 評価

e-Standard

●製品/サービス選定 ●フィット＆ギャップ

入口管理標準

品質保証計画 ドキュメント検査

プロセスQA「QMP（progress of Quality Management Process）」

見積システム プロジェクト工程管理システム「PARASOL」 

中間品質評価 検査

プロジェクト計画

プロジェクト
診断会議見積会議引合会議 上流工程

完了判定（RP)

プロジェクト実行

プロジェクトマネジメント標準 / 　　　エンジニアリング標準 / 品質保証標準

上流工程
完了判定（FS)

プロジェクト
完了報告会

システム
修正変更

本番稼働前
レビュー

上流工程
完了判定（BS)

要求開発手法「HyThology」

jQuery画面部品群「Rasberry」

スマートデバイス向けWeb画面設計ツール「Bricks」 Android向け開発基盤「anyWarp Patissier」

ユーザビリティ/画面デザイン支援

ドキュメントレビュー支援ツール「Review Coordinator」

開発支援インフラ提供サービス「AppMills 」

継続的インテグレーション導入支援

セキュリティ設計支援見積支援サービス
「みつえもん」

要件定義
チェック支援

フレームワーク/自動生成ツール
「anyWarp KERNEL（Java）」「anyWarp 棟梁（.NET）」

コードインスペクションツール
「anyWarp CodeDirector」

回帰テスト自動化ツール
「anyWarp Capture/Replay」

負荷テスト支援ツール
「Assam WebBench」

ハイブリッドアジャイル開発手法　　　「COMMONDATION-ReeL」

開
発
支
援
ツ
ー
ル

分散開発支援基盤　　　「Partner Link Services」

オフショア開発向けプロ　　　ジェクト管理ツール「IPDASS」

　エンタープライズ コンピューティング
は常に変化しています。クラウド化、仮想
化は顕著な流れです。業務システムをま
るごとクラウド化したり、HTML5のWebア
プリケーションを積極的に利用したり、と
いう流れがある一方で、官公庁や金融業
界などでは、依然としてメインフレームで
構築された大規模システムが存在してい
ます。IT技術は大きく変化していますが、
過去の技術も存在する、このような状況
に柔軟に対応するために、日立ソリュー
ションズは「ハイブリッド インテグレー
ション」を提供しています。

　「ハイブリッド インテグレーション」と
は、豊富なソリューションを全体最適の視
点で組み合わせ、ワンストップで提供する
ものです。また、システム構築では、製品や
サービスを組み合わせることで、より洗練
化を図ります。この「ハイブリッド インテグ
レーション」を創り出すベースとして、私た
ちは技術力、プロジェクトマネジメント力、
品質力の強化とそれらを連携したプロ
ジェクト推進体制の強化に積極的に取り
組んでいます。

　日立ソリューションズでは、複雑化する

システム構築プロジェクトを統率し、お客
様にご満足いただけるシステム、サービ
スを提供するために、開発の指針となる
「開発標準」を定めています。
　それは「e-Standard」と呼ぶ社内開発標
準で、これまでの日立ソリューションズの
ソフトウェア開発とシステム構築の経験、
ノウハウが統合、結集されています。継続
的に「e-Standard」にノウハウを反映さ
せ、いかに洗練させていくかが大切だと
考えています。
　具体的には、技術、プロジェクトマネジ
メント、品質の３つの側面で、企画から要
件定義・設計・製造・テストなどの工程ご
とに、実施すべき作業項目や管理項目の
標準を整備しており、必要になる文書、帳

日立ソリューションズの取り組み

３つのチカラ（技術力×PM力×品質力）で挑む
新時代のハイブリッド インテグレーション

ここ数年、クラウドやスマートデバイスの登場など、ITは目覚しい進化を遂げている。
OSSを活用した先進的で低コストな技術開発、スマートデバイス対応のシステム構築
案件が増える一方で、数年がかりの大規模な基幹系システム構築プロジェクトも依然
として存在する。まさにSIerの対応力の進化が問われている。
日立ソリューションズはこの時代に「ハイブリッド インテグレーション」を武器に立ち
向かっていく。その“底力”を、常務執行役員の楊井 博が語る。 楊井 博

日立ソリューションズ
常務執行役員
技術統括本部 統括本部長
（兼）品質保証統括本部 統括本部長
PMI Project Management Professional

H
iroshi Yanai

ハイブリッド インテグレーションで
変化するお客様ニーズに柔軟に対応

知見を盛り込んだ開発標準で
プロセスを統一し、品質を確保

要求開発手法「HyThology」
要件定義に入る前にお客様が持つ業務課題、経営課題を、お客様と共
に議論しながら詰めていく「超上流」工程を重視しています。要求工学
知識体系「REBOK」に当社のノウハウを反映させ、実用に主眼をおい
た超上流工程の標準「HyThology」を整備しています。

プロジェクト工程管理システム「PARASOL」

「COMMONDATION-ReeL」適用事例：『ハイブリッドアジャイルの実践』

アジャイル手法にウォーターフォール手法を組み合わせたハイブリッド
アジャイル手法を関西電力様の基幹業務システム構築プロジェクトに適
用し、修正コストと作業量の削減、開発のスピードアップを実現しました。
本事例に基づき、マルチベンダー、請負開発という体制の大規模アジャイ
ル開発におけるアジャイルプロセスの導入の仕方や、プロジェクト管理の
ポイントを解説編と実践編に分けて紹介しています。

著者：株式会社日立ソリューションズ　英  繁雄、奈加 健次、平岡 嗣晃、前川 祐介
発行：株式会社リックテレコム

分散開発支援基盤「Partner Link Services」
加速する海外オフショア開発に対応し、日立ソリューションズと海外・
国内パートナーを結ぶネットワークベースの統合開発環境を用意して
います。どこで作っても、品質や生産性を担保し、機器調達や環境構築
面でも効率化を実現しています。

社内開発標準「e-Standard」に従ってプロジェクトを推
進することができるよう、独自のプロジェクト管理シス
テム「PARASOL」を導入しています。本システムと連動
した進捗管理、コスト管理、リスク管理、品質管理シス
テムにより着実にプロジェクトを管理しています。

日立ソリューションズの開発標準「e-Standard」と適用する開発支援ツール
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「PARASOL」、海外オフショア開発向け分
散開発支援基盤「Partner Link Services」
は、すでに事業部門に定着しています。
要求工学知識体系REBOKベースの要求
開発手法「HyThology」も適用事例が増
えつつあります。
　また、確かな技術でお客様の期待に
応えられるよう、超上流人財、ITアーキテ
クトの育成にも力を入れています。

　
　品質保証は、大きく２つの視点でチェッ
クしています。１つは「仕様書などが当社
の基準通りの手順で作成されているか」
など、「e-Standard」に沿ってプロジェク
トが進んでいるかを照らし合わせるプロ
セス視点です。もう１つは実際のシステ
ムが「品質基準をクリアしているか」、
「お客様の要求する仕様に達している
か」を確認する成果物視点によるもので
す。この２つを併用することで、最適なコ
ストで、品質を確保することが可能にな
ります。
　事業部門のエンジニアと品質保証部門
のエンジニアは新入社員時代からそれぞ

れの部署で育成していく、というのも日立
ソリューションズの特長です。設計・開発
と品質保証ではやはりマインドがどうし
ても違います。これを混同すると、結果的
に品質チェックが甘くなります。もちろん、
事業部門の仕事の流れやお客様の業務
知識がまったく分からないようでは品質
もチェックできません。そのため、プロ
ジェクトの状況や局面によっては、事業部
門のエンジニアと同様の経験をさせると
いうような施策も講じています。

　
　先進領域での取り組みについては先
ほど触れましたが、OSSの活用やUX
（ユーザエクスペリエンス）の重視も、近
年のシステム構築における重要なトピッ
クスです。技術開発本部は、UX向上プロ
セスやRubyなどを含むOSSの研究にも
取り組んでいます。とりわけ旬な技術に
ついてはその都度、本部内にUXデザイ
ンセンタやオープンソース技術センタな
どの専門組織を立ち上げて、ノウハウの
集約に努めています。
　一例を挙げますと、システム構築のス

ピードアップに対応するアジャイル開発
への取り組みがあります。小規模なア
ジャイル開発の利点は一般的に知られ
ていますが、私たちがめざすのは、大規
模システム構築にもアジャイルを適用す
ることです。
　2002年から、大規模システムにおい
ても、短期間での構築、仕様変更の早期
反映などのアジャイルの効果が発揮で
きるよう、アジャイルプロセスの研究に
取り組み、ウォーターフォール手法と組
み合わせたハイブリッドアジャイル手法
「COMMONDATION-ReeL」を2010年に
開発しました。適用事例を掲載した書籍
『ハイブリッドアジャイルの実践』（リック
テレコム社発行、p06参照）を出版してい
ます。
　
　昨今、SIerには多岐にわたるチカラが
求められています。日立ソリューションズ
は、システム構築、サービス提供や製品
開発を行う事業部門とそれを支える専門
組織集団により、当社が持つチカラを発
揮して、お客様のビジネスに付加価値を
生み出していきます。

※文中の名称は社内呼称の場合があります。

ハイブリッド アジャイルの手法

システム構築/サービス提供/製品開発

お客様

技術開発／技術支援

事業部門

専門組織 プロジェクトマネジメント支援 品質保証

プロジェクトマネジメントの品質を高める手
法やツールを全社的に展開し、コスト管理、
リスク管理、リソース管理など、プロジェクト
マネジメント力のさらなる強化とプロジェク
トマネージャの育成に取り組んでいます。

プロジェクトマネジメント支援
企画、設計、製造、テスト、それぞれのフェーズで活用で
きる開発手法、開発環境、再利用部品、ツール群などを
そろえた生産技術支援サービスをメニュー化、展開し
ています。また、先進技術をいち早く実用化できるよう、
検証やノウハウの蓄積に努めています。

技術開発／技術支援

票類を併せて提供しています。また、膨
大な事例を蓄積しており、類似ケースの
照会など、ガイドラインの役割も果たし
ています。個人のスキルに依存せずに組
織として生産性を上げ、品質を担保する
ためのプラットフォームともいうべき存
在です。
　こうした標準化は日立ソリューション
ズ単独で進めるだけでなく、日立ソ
リューションズ グループ全体で取り組ん
でいます。

　日立ソリューションズには、金融、社
会・公共、産業の業種ごとにお客様を担
当する事業部門と製品開発を担当する
部門がある一方で、技術開発／技術支
援、プロジェクトマネジメント支援、品質
保証の専門組織が別に存在しています。
　プロジェクト立ち上げの段階からこれ
らの組織がサポートを開始します。まず、
プロジェクトマネジメント本部がプロ
ジェクトのマネジメントの補佐に入りま
す。次に、技術開発本部が必要な技術を
精査し、そのプロジェクトに最適なツー

ルや開発環境などもアドバイスします。
　さらに、品質保証統括本部が品質確
保計画の策定に着手します。事業部門か
らは独立した組織として、あくまでもお
客様の視点に立ってシステムの品質を
チェックします。
　１つのプロジェクトに対して３つの専
門組織が、それぞれの知識を生かし、プ
ロジェクトの成功をサポートしていく体
制を取っています。

　大規模なシステム構築では、採用する
技術が多岐にわたり、性能・信頼性・運
用などの面で確実に難易度が高くなり
ます。また、関係者との調整能力も格別
なものが要求されます。
　プロジェクトマネジメントは、モノづく
りを成功させるために最も重要な要件
です。当社では、プロジェクトの規模や難
易度に応じて最適なプロジェクトマネー
ジャを配置しています。
　そのために、プラチナからシルバーま
での段階に応じてスキルを定義したプ
ロジェクトマネージャ認定制度がありま

す。これまでかかわったシステムの規
模・納期・コスト・品質といった実績を評
価し、役員面接を経ての認定となります。
P M P（ P r o j e c t  M a n a g e m e n t  
Professional）資格や情報処理技術者試
験のプロジェクトマネージャ資格とも連
動することで、お客様には安心して任せ
ていただけると考えています。

　プロジェクトを円滑に進めるために、
技術側面でのサポートは欠かせません。
技術開発本部では、①先進技術の先取
り／検討、②先進ソリューションの創造、
③開発基盤の整備、④標準化と効率向
上、をテーマに生産性向上に取り組んで
います。
　将来に向け、技術を先取りして研究し
ておくことが技術開発本部の第１の役割
です。事業部門に先駆けて先進領域を研
究・検証することで、先進技術が実際に
プロジェクトで使われるようになった段
階で、事業部門にノウハウやツールを提
供できるような体制を整えています。独
自のプロジェクト工程管理システム

OSS、UX向上プロセス……
先進技術への飽くなき関心

ミッションが違うからマインドも違う
お客様視点でチェックする品質保証

生産性の向上に
組織的な技術サポートが生きる

プラチナの輝きを放つ
プロジェクトマネージャたち専門組織がプロジェクト推進を

支える組織力

要件定義
ウォーターフォール

ハイブリッドアジャイルのプロセス

アジャイル開発手法を適用する
工程を限定

アジャイル適用フェーズ（詳細設計～単体テスト）

基本設計

詳細設計

プログラミング

結合テスト

運用テスト

システムテスト

単体テスト

結合テスト

システムテスト

運用テスト
アジャイル

イ
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ロ
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ク
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振
り
返
り
）

開
発

イテレーション（反復）

要件定義

基本設計組織力

お客様視点でシステムの品質をチェック
します。適切な品質確保計画に基づい
て、上流工程の品質を高め、有効な手順
やルールを遵守し、各工程で品質の測
定、コントロールを行っています。これを
確実に行うための手段として、上流工程
判定や独自規定であるQMPを導入して
います。

品質保証



テスト計画

　複数のSIerやパートナー企業と膨大な
人月をかけて進む大規模システム構築。
単に仕様書通りにプログラムを組む労働
集約型の作業だけでは、優れた品質は担
保できない。開発の目的と範囲（スコー
プ）を設定し、その隅々にまで注意を払っ
て人的リソースを管理しながら、コストお
よび納期とシステム品質を確保する。ま
さに組織としてのマネジメント能力が問
われる。
　2013年４月に総合保険事業者で稼働
した、審査から支払までにかかわる後方
事務システムは、超上流工程から稼働ま
で３年をかけた、まさに大規模プロジェ
クトだ。日立ソリューションズはプロジェ
クト全体の超上流工程とイメージ基盤更
新に関連した５つのサブプロジェクトに
携わった。この大規模プロジェクト成功
の鍵は「超上流工程」「人的リソースマネ
ジメント」「品質管理」にあったとプロジェ
クトマネージャを務めた池田 秀起(金融
システム事業部 保険システム本部 第１
部 部長)は語る。

　どのようなシステムでも、システム設計
に入る前の段階でお客様と会話を重ね、
現状と将来像を見える化することで、い
かにビジネス上の目的や事業戦略・事業
目標に沿った要件定義を行うかがプロ
ジェクトの成否を分ける重要なポイント
となる。プロジェクト規模が大きければ大

きいほど、要件が高度化・複雑化し、複数
プロジェクトを束ねることになる。よって、
要件定義があいまいなまま開発を進め
てしまうと、手戻りが発生してプロジェク
トの失敗につながりかねず、開発の目的
と範囲を明確にする超上流工程が一層
重要となる。
　そこで、今回、保険業界のシステム構
築プロジェクトにおいて初めて、超上流
工程にユーザエクスペリエンスの概念
を取り入れた。この手法は「エクスペリエ
ンス指向アプローチ（Exアプローチ）」と
呼ばれ、日立グループ内で体系化されて
いる。
　「日立製作所と協業し、超上流工程に
Exアプローチを適用しました。Exアプ
ローチとは、システムを利用されるお客
様と共に喜びあえるエクスペリエンス
（経験価値）を創り出すことを重視しなが
ら、現場で働く人の本質的な課題を解決
し、誰もが”使ってよかった！”と思えるITシ
ステムを構築する新しいシステム開発手
法です。
　部屋一面に張り出した紙にビジネスプ
ロセスの概要を書き出し、この事務処理
には今はどんな課題があるのか、今後こ
ういうシステムを作るつもりだが、それに
よってどういうメリットが出てくるのかを
整理するため、お客様の部長クラスから
現場の担当者の方まで参加する会議を
開催しました。会議はビジネス分析に長
けたコンサルタントが仕切り、人間中心
主義設計のノウハウを持つデザイナーや
当社のSEも参加し、お客様へのインタ
ビュー、現場観察（エスノグラフィー調
査）、ワークショップなどの手法も組み合
わせました。そこに２か月をかけました

が、そのおかげで、実のある要件定義が
できたと思います」と池田。
　例えば、契約・支払手続きの迅速化や
書類紛失リスクの軽減を図るため、帳票
類をA3からA4へコンパクト化したのだ
が、「Exアプローチにデザイナーが参加
することで、実際の事務処理の流れを意
識し、契約の際、どのような順番で帳票を
出すのか、目の動きはどうかといったとこ
ろまで分析した帳票デザインを行いまし
た。帳票の改善は、対象となる帳票が70
種類にも及び、OCR読み取りパラメー
ター設定変更といった技術的な問題に
まで広がりました。最大10億点にも及ぶ
膨大なイメージデータを蓄えるイメージ
保管庫の開発にも影響を与えましたが、
SEが加わっていることで、その帳票デザ
インの実現性まで検討することができま
した。Exアプローチで基本方針が明確に
なったことで、後の工程はスムーズに進
んだと思います」（池田）
　また、Exアプローチを行う過程で「ス
テークホルダー（ユーザー部門、事務部
門、システム部門など）全員が納得して、
より良いシステムを作る！」というお客様
の思いから、新たに発足したプロジェク
トもある。日立ソリューションズがBPOで
請け負っている診断書入力・医療コード
化サービスだ。
　「従来、お客様の担当者が自ら入力業
務を行っていましたが、事務負担軽減や
処理の迅速化・適正化のために外注化し
た方が良いのではないかということにな
りました。各業務プロセスを鳥瞰的視点
と虫瞰的視点を組み合わせて複眼的に
見ることで、より効果的な方法を選択し、
実現することができました」（池田）

　プロジェクトメンバーの最適な配置と
チーム内のコミュニケーションを密にす
ること──これもプロジェクトの成功要
因の１つである。
　個々のSEが抱えるタスクをできるだけ
兼務とすることで、タスクをまたがった応
援態勢を作ることができた。１つのタス
クで待機時間が出ても、手持ちぶさたで
時間を無駄にすることなく、仕事量の平
準化が図れたのだ。
　「プロジェクトの状況は、週１回のリー
ダー会議で共有しました。当社が関連し
ているサブプロジェクトのリーダー全員
が集まってプロジェクトの状況を報告す
ることで、スケジュールや問題点を共有
でき、チーム間で協力して対策を実施で
きました。週１回という頻度もタイムリー
に問題を解決できた要因です。
　また、プロジェクトメンバーを、スキル
に応じて最適にポジショニングしました。
これが当社とパートナー企業の枠を超え
たチームワークやパートナー企業のモチ
ベーション向上にもつながりました」と
池田は振り返る。

　どのようなシステムであれ品質の確保
は重要だが、とりわけこうした大規模シス
テムでは組織としての品質保証体制がプ

ロジェクト成否の鍵を握る。日立ソリュー
ションズの品質保証統括本部は、事業部
門とは独立して存在する組織だ。
　「事業部門でも当然品質をチェックし
ますが、どうしても思い込みによる抜け
漏れがあります。そういったところを一切
排除し、第三者の視点でシステム品質を
厳しくチェックするのが私たちの仕事で
す」と言うのは、品質保証統括本部 技師
の常世田 一郎だ。
　社内に整備されているプロセス品質
保証ツール「QMP（progress of Quality 
Management Process）」を使い、開発プ
ロセスの監査を行い、作業状態の改善に
つなげていく。QMPは、簡単に言えばこ
れまでの失敗プロジェクトの要因などを
盛り込んだチェックシート。成果物ではな
く、そこに至るプロセスに問題がないか
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国内有数の保有契約高を誇る全国規模の総合保険事業者。保険の種類は多岐に及び、
その契約受付などの処理にかかわる担当者は6,000名を超える。６年ごとに行われるシ
ステム基盤の大規模更新に、今回も日立ソリューションズがかかわった。大規模プロジェ
クトのマネジメントと品質保証はどのように行われたのか。

大規模プロジェクトでは、組織としての
マネジメント能力が問われる

多様な人財からなるチーム内の
コミュニケーションを密に

事業部門と独立した品質保証体制
第三者の視点で厳しくチェック
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池田 秀起

日立ソリューションズ
金融システム事業部
保険システム本部 第１部 部長

H
ideki Ikeda

常世田 一郎

日立ソリューションズ
品質保証統括本部 第１部
第４グループ 技師

Ichiro Tokoyoda

［特集］  日立ソリューションズの開発力

CaseStudy

「超上流」アプローチと組織的な品質保証体制により
大規模保険事業者のシステムを円滑に構築

大規模総合保険事務システム

をチェックし、現実的な改善提案を行う
ためのツールだ。プロジェクトのプロセ
スのどこを重点的にチェックするか、品質
チェックの重要度をどのレベルに置くか
は、プロジェクトごとに変わってくる。今
回のプロジェクトでは、基本設計からか
かわった。まず基本設計書を読んで問題
点を指摘し、改善を促した。いわば、品質
保証部門が事業部門と伴走しながらシス
テムの品質を作り込んだのだ。
　現在、池田・常世田の両名は同総合保
険事業者にて新たな大型プロジェクトに
携わっている。組織的に大規模プロジェ
クトを完遂する力を認められてのことだ。
　「お客様の”嬉しい”を思い描きながら、
システム構築に努めていきたいですね」
と池田は語っている。

大規模プロジェクト成功へのプロセス

超上流の「エクスペリエンス指向
アプローチ」で業務課題を見える化

大規模
プロジェクト
成功

お客様対応

品　質コスト体　制

スケジュールスコープ

Ex アプローチ実施による
業務理解

プロジェクトメンバーの
最適な配置

兼務による
待機要員削減

工程単位の契約

見積精度向上

週１回リーダー会議で
問題点を共有

QMP実施

週１回リーダー会議で
プロジェクト状況報告

お客様と密接に連携し、
仕様調整

変更管理 信頼関係構築

帳票デザイン方針

懇親会実施

サブプロジェクト間の
スケジュール共有

複数案を持って
仕様調整推進

上流工程での
ドキュメント検査

長期間の担当による
業務知識蓄積

変更最小化

開発経験者の配置

キーマンの配置

パートナー要員確保

原価低減 第三者検証

チーム間の協力

推進基準の
明確化

本番データ活用による試行

テスト結果の再観



［特集］  日立ソリューションズの開発力

大規模な業務システムの構築にRubyを活用する事例が増えている。生産性の向上と工数の低減
とともに、開発要員の少人数化、開発スピードの向上そして開発コストの低減が図れるからだ。こ
れまでRubyの弱点とされていた実行スピードの遅さも、アーキテクチャの見直しで改善することも
知られるようになってきた。建設業関連の行政業務システムへの適用例を紹介する。

Rubyで書かれたWebシステムで大規模な建設業情報を処理

制度改正に迅速に対応できる、
「軽くて速い」システムを実現

　日立ソリューションズが受託開発し、
2013年4月から稼働した「一般財団法人
建設業情報管理センター」（略称CIIC）の
「建設業情報管理システム」が、Web画面
で300にも及ぶ国内で最大規模のRuby活
用事例として注目されている。
　CIICは国土交通省や都道府県が行う、
建設業許可や経営事項審査のデータを
一元的に管理する組織。公共工事を直接
請け負う建設業者は、この経営事項審査
を受けることが義務づけられている。シス
テムには、約47万件の許可業者と年間約
15万件の経営事項審査受審業者につい
て、企業規模、技術者の数、工事高など膨
大なデータが蓄えられている。
　公開可能なデータはインターネット上
に公開されている。工事発注を考える施
主や建設コンサルタントには有用な情報
で、月間で380万ものアクセスがある“人気
サイト”だ。
　当初、COBOLで開発されていたシステ
ムを2002年にWebシステムとして再構築
しているが、この時はオンライン機能を
Javaで、バッチ機能をC言語で構築した。

　毎年のように行われる建設業関連の
制度改正への対応はシステムの重要な
ポイント。システム改修をより柔軟に行え
るようにしたいというのが、CIICの要望
だった。
　「品質を保ちつつ、拡張性も担保しな

がら、できるだけプログラムの規模を小
さくし、安価かつスピーディーにシステム
を改修できるようにしたいというご要望。
それならばRubyが最適。RubyとWeb
アプリケーションフレームワークである
Ruby on Railsで開発を進めたいという
私たちの提案が採用されました」と言う
のは、公共システム事業部 第２本部 第
５部長の鷲頭 浩一だ。

　Rubyは開発スピードの速さと、優れた
保守性で知られる。日立ソリューションズ
は、2009年、社内に「Rubyセンタ」、島根
県松江市に「Rubyラボ」を設立、地元IT企
業との連携を強化している。また、Ruby
推進団体にも積極的にかかわり、Rubyア
ソシエーションからGoldの認定を受ける
など、技術力向上に努めてきた。水族館
のエンターテインメント系情報検索シス
テム、大学の教師育成支援システム、電
力会社の社内情報資産管理システムな
ど、これまでの開発実績も豊富だ。
　提案が採用された背景には、こうした
技術開発への飽くなきチャレンジと、公共
分野における豊富な適用実績があった。
　CIICの新システムでは、RubyとRuby on 
Railsを適用してオンラインとバッチの両
機能を開発することにより、操作性の向上
を図った。今後の制度改正などのシステ
ム改修への対応をスムーズに行うのが最
大の狙いだ。
　従来のJavaとC言語で開発されたシス
テムをそのままRubyで置き換えるフェー
ズ１（先行開発）には10か月をかけた。

10か月しかかかっていない、というのが正
しい言い方もしれない。
　「フェーズ１で実際に動くシステムを
お客様に提示し、画面の見映えも操作感
も変わらないことを確認していただきま
した。紙の設計書ではなく、動く設計書で
す。そのうえで、フェーズ２ではお客様の
要望を取り入れながら、改修を加えてい
くというプロセスにしました」（鷲頭）
　完成したシステムは、コード量が５分
の１に低減、プログラム自体の開発期間
もこれまでと比べると３分の１に短縮さ
れている。定型作業の省略など多くの処
理をRuby on Railsのフレームワークに任
せることで、ソースコードを短く簡潔にす
ることができたのだ。
　開発業務の生産性は約４倍向上し、開
発要員はそれまでに比べて約３分の１
で済んだ。Rubyによる開発が、少人数に
よる反復型開発を可能にすることをあら
ためて実証したことになる。
　また、システム品質の確保という点で
は、Rubyの社内専門組織であるRuby
センタに蓄積されたノウハウが生かさ
れた。とりわけ、今回のような300画面と
いう大規模なWebシステムを高い品質
で構築するためには、技術的にそれを
サポートする専門部署が欠かせない。
フェーズ１に入る前、Rubyセンタの技術
者が“このようなケースではRuby on 
Railsのこのライブラリを使う”というよう
な思想決定とモデルケース作りを行い、
その後はそれをベースに開発を行うこと
でシステム全体の技術力の補完と品質
向上を図った。
　「私たちのチームはRubyのエキス
パートではありませんでした。全員がシ

ステム構築を手がけながら、Ruby技術
を磨いていきました。Rubyセンタのサ
ポートがなければそれは不可能だった
でしょう」と、鷲頭も振り返る。

　Rubyがインタプリタ言語であるがゆえ
の制約条件である、実行スピードの遅さ
は唯一の気がかりだった。
　実際のところ、フェーズ１でJava/Cを
Ruby化しただけのシステムでは、大規模
データの登録やコピーは従来に比べると
数倍の時間がかかった。しかし、アルゴリ
ズムを見直すことでスピードは大幅に改
善。本番相当の環境下では、処理時間が
Java/Cの半分以下にまでなるなど、性能が
向上する機能もあった。
　「言語だけを比較すれば、たしかに
Rubyは遅い。しかし、アルゴリズムやハー
ド環境などのシステム全体の適正化を行
えば、十分な性能が出ます。Rubyは遅くて

業務に使えないという“神話”はもはや過
去のものです」と鷲頭は断言する。
　「重要なのは、Ruby自体のコードを極
力書かないこと。むしろRuby on Railsの
ライブラリを整備することが生産性向上
につながることに私たちもあらためて気
づきました」と、今回のプロジェクトは、日
立ソリューションズの開発メンバーにも
新たな知見をもたらすことになった。
　「Rubyは、プログラム規模を縮小する
ことで、Ruby技術者にとって可読性が
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ソースコードは５分の１
開発期間は３分の１に短縮

アルゴリズム適正化で、
実行スピードが大幅に向上

法改正への対応は
システムの重要なポイント
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赤羽 浩之 氏
一般財団法人 建設業情報管理センター
企画業務部 次長　
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開発半ばでシステム動作を確認できた
　Rubyでの開発を提案いただいたときは、新しい技術で
どのようにプロジェクトを成功に導くのか期待と不安があ
りました。ウォーターフォール開発であると、本番直前まで
システムを見ることができませんが、Rubyの特性を生かし
た開発計画を伺い、開発半ばでシステムの動作を確認で
きたことで安心を得ることができました。新しい技術でシ
ステムへの期待を実現する技術力とそれを実行するマネ
ジメント力に信頼を感じています。

鷲頭 浩一

日立ソリューションズ
公共システム事業部
第２本部 第５部 部長

300画面の大規模Webシステムを
Rubyで再構築

CaseStudy Rubyによる大規模行政業務システム

高まります。制度改正への対応が求めら
れる公共分野をはじめ、迅速さが求めら
れるシステム構築に最適だということを
確信しました」と鷲頭が語るように、日立
ソリューションズでは今後さらにRuby技
術の適用例を広げていく。社内のRuby
プロフェッショナルを増員するとともに、
公共分野でもRubyを活用した、大規模
アジャイル開発への流れを推し進めよう
としている。
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澤田 純一郎さん 36歳
愛称　さわさん
「人生を愉しみたい」

　業務アプリケーションを使うとき、ユー
ザーが詳細なマニュアルを見ないでも
操作手順を理解できたり、直感的に画面
を操作できたり、その結果が視覚的に見
やすかったりすれば、仕事も気持ちよく
はかどる。こうしたUXの向上は業務アプ
リケーションに求められる重要な要素
だ。いわば開発者が示すお客様への
「お・も・て・な・し」。そのためのUI（ユー
ザインターフェース）デザインの研究は
昔から行われてきた。
　「デザインというと、どうしても最後の
お化粧直しと考える人が多い。そうでは
なく、設計開発段階から、いやもっと上流
の市場調査やニーズ分析の段階、さらに
製品リリース後の保守の段階まで含め
て、大きな開発プロセスのPDCAサイク
ルのなかでUXを考える必要があります」
と言うのは、コンテンツソリューション本
部 担当部長の盛井 恒男だ。
　近年は、業務システムにWebアプリ
ケーションやスマートデバイス・アプリ
ケーションの活用が進んでおり、直感的で
分かりやすいデザインやUIは当たり前。
　「それに慣れたユーザーが、使い勝手
が悪くデザインもパッとしない業務アプリ
ケーションを我慢して使うかどうか」（技術
開発本部 ユーザエクスペリエンスデザイ
ンセンタ 主任技師 柳生 大介）という危機
感も生まれている。
　日立ソリューションズが2012年度に取り
組んだのは、実際のUX向上プロセスを既
存製品に当てはめて、そこからノウハウを
すくい上げることだ。試行プロジェクトの対
象に選ばれたのは、業務コンテンツの効
率的な管理・活用を支援する「MEANSファ
イルサーバスリム化ソリューション」。
　「お客様への提案段階で競合製品に
敗れた例を拾い出し、UXの不備が原因
であるケースを分析しました。さらに実

際のお客様先で、利用状況のヒアリング
も実施。これらを踏まえて、新バージョン
におけるUXの改善を進めていったので
す」（プロダクトソリューション事業部 副
事業部長 臼杵 誠剛）
　開発プロセスに取り入れたのは、ター
ゲットユーザーを具体的に想定し、その行
動を想像しながらUXを磨く「ペルソナ／シ
ナリオ法」だ。とある企業の情報システム
部門に勤める「澤田 純一郎（36歳）」という
架空のユーザーを設定。そこにユーザー
が抱える業務上の課題を入れ込んだ。
　「住む家や家族構成、娘の“穂希ちゃ
ん ”がサッカーをやっている、なんてこと
まで書き込みました」（盛井）。
　ペルソナに近い社内ユーザーに実際
にアプリ操作をしてもらい、その様子を
観察し、インタビューするユーザビリティ

テストも重ねた。
　テストの結果、「操作の終了をユー
ザーが判断できない」などいくつかの課
題が抽出された。それを基にUI向上の方
針を決定、デザインを設計し、プロトタイ
プを作成。さらにレビューを重ね、結果的
に見違えるほどUXが向上した。そうした
改善によって、「MEANS」のバージョン
アップ後の６か月間で受注した新規ユー
ザー数は過去最高に達した。
　「お客様の使い勝手を最優先する。これ
まで頭では分かっていたことを、具体化し
エンジニアリングに落とし込む。今回の
UX向上プロセスを社内標準の開発手法
“e-Standard”に盛り込み、実用手順にする
ことで、今後は他のソリューションでもUX
向上に取り組んでいきます」と臼杵は語っ
ている。
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ネットビジネスのアクセスログから、人の移動や行動などのライフログ、乗り物の位置情報──これまで捕捉されていながらも活用されてこ
なかったビッグデータ。その解析がもたらす価値が、企業の競争優位性を左右する時代になってきた。日立ソリューションズは各分野におけ
る業務知識、高度な分析技術とIT基盤構築技術を通して、企業活動にイノベーションを創出するためのさまざまなアプローチを重ねている。

業務知識×高度な分析技術×IT基盤構築技術により
お客様のビジネスに新たな価値を創出

日
立
ソ
リ
ュ
ー
シ
ョ
ン
ズ

Ｉ
Ｔ
プ
ラ
ッ
ト
フ
ォ
ー
ム
事
業
部　

シ
ス
テ
ム
基
盤
本
部

第
３
部 

第
４
グ
ル
ー
プ 

主
任
技
師

中
村 

賢

日
立
ソ
リ
ュ
ー
シ
ョ
ン
ズ

Ｉ
Ｔ
プ
ラ
ッ
ト
フ
ォ
ー
ム
事
業
部 

シ
ス
テ
ム
基
盤
本
部

第
３
部 

第
４
グ
ル
ー
プ 

技
師

赤
澤 

一
憲

　ビッグデータ解析基盤を構築するうえ
で、いまや欠かせない技術の１つが
Hadoopだ。日立ソリューションズは早くか
ら、OSSの商用ディストリビューション利用
に着目し、米国Cloudera社と販売代理店契
約を締結。「Apache Hadoop」やHadoopエ
コシステム、管理ソフトウェアまで含めた
「Cloudera Enterprise」を2012年から提供
している。
　「Cloudera Enterpriseは世界で最も普及
しているHadoopディストリビューションで
すが、それだけにかなりのスピードで機能
拡張が行われています。それを確実にフォ
ローしながら安定的に動かすためには
アーキテクチャレベルでの理解が欠かせ
ません。そうしたノウハウを含めてお客様
に提供することが私たちの使命です」と言
うのは、ＩＴプラットフォーム事業部 シス
テム基盤本部 主任技師の中村 賢だ。
　「ビッグデータで何を得られるか分らな
いお客様でも、せっかくのログを捨ててし
まうのはもったいない、とりあえずログを
蓄積する箱が欲しいとおっしゃる。そのた
めにはサーバーの購入と同時にHadoop
が利用可能になるソリューションを用意す
る必要があります」（同部 技師 赤澤 一憲）
　そこで、日立グループで連携し、Hadoop
解析基盤と日立製作所の統合システム運
用管理ツールを連携したソリューション
や、「Cloudera Enterprise」をキッティング
したアプライアンス型パッケージも提供し
ている。
　もちろん解析基盤を整えただけでは、
データからビジネス上の付加価値を引き
出すことはできない。どのデータをどのよ
うに分析するか、数理統計解析技術の高
度化も重要だ。
　技術統括本部 技術開発本部 研究部 主
任研究員の松本 俊子は、非構造化データ
を分析する技術開発に取り組んできた。タ

グ付けして、データベースに納め、構造化
してしまうと見えない新たな知見を、非構
造化データのまま扱うことで見出せるよう
にしたのだ。
　企業内のファイルサーバーが日 ど々のよ
うにアクセスされているかというビッグデー
タを分析し、特徴的なアルゴリズムや数学
モデルを抽出した。その知見は、「MEANS
ファイルサーバスリム化ソリューション」に
登載されている。また、「GPSが捕捉した船
舶の運航状況と衛星画像情報を結びつけ
効率的な運航を図ったり、店内の監視カメ
ラが捉えた利用者の動きを分析したりする
のもビッグデータ解析の１つ。複数のデー
タを組み合わせ、ノイズを除去することで、
これまで見えなかったものが見えてきます。
　数学、統計学、仮説検証といった科学の
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基礎知識は必要ですが、それ以上に重要
なのはお客様の業務知識や経営課題につ
いての理解です」（松本）
　解析結果として数字を示しただけでは
お客様は喜ばない。それがビジネス上、ど
ういう意味をもたらすのか。それを伝える
ための「翻訳作業」が欠かせないのだ。
　ビッグデータ解析はこのように解析基
盤と解析技術がセットにならなければ、有
効なソリューションにはなりえない。
　日立ソリューションズでは、これらの基
盤構築ノウハウと分析ノウハウに加え、金
融や流通・小売業のシステム構築で培った
業務知識や、位置情報を活用するソリュー
ションやM2M関連ソリューションなどを組
み合わせ、ビッグデータの活用によるお客
様のビジネスに新たな価値を創出する。
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レポート作成画面

システムは業務を便利にするものだが、機能を追求するあまり、結果的に使いやすさが二の次になる場合もある。製品やサービスをユー
ザーの使いやすさという視点で捉えるUX（ユーザエクスペリエンス）の重視はけっして新しい動きではないが、日立ソリューションズでは
今あらためて、それを製品開発の上流工程から取り組んでいる。

メニュー欄の「レポート
作成」をクリックして、
レポート作成画面が表示

プルダウンで設定値の選
択が必要

標準設定が
プレ入力済み

チェックボックスの変更

新
た
な
価
値
創
出

ビジネス
シナリオ

仮説

ビジョン

事業モデル

分析

分析人材

分析技術

分析ツール

ICT

ビッグデータ
利活用基盤

データ収集
デバイス

サーバ・
ストレージ・
クラウド

ヒト

マーケット

ロケーション

スマートインフラ

マシン

注目の技術力

ビッグデータ

UX向上プロセスを通して、
“お・も・て・な・し”の気持ちをエンジニアリングする

注目の技術力

UX（ユーザエクスペリエンス）

従来画面

新規画面
次の操作に誘導

状況をグラフで表示

１クリックでレポート出力

UX

ペルソナ /シナリオ法を採用

［特集］  日立ソリューションズの開発力



スマートデバイスの普及とともに、「スマホファースト」の取り組みが強まっている。日立ソリューションズでも、スマホ対応プロジェクトが
増大している。スマートデバイス用のWeb画面設計ツールやアプリケーション開発のためのフレームワークを活用することで、開発の
スピードと精度向上を図っている。

スマホアプリの開発を迅速化。独自のWeb画面設計ツールと
ネイティブアプリ開発用フレームワークを活用

15 16Hitachi Solutions  Information magazine Hitachi Solutions  Information magazine

常に新しいテクノロジーが渦巻くOSSの世界。基幹システムからクラウド コンピューティングやビッグデータなどの領域まで、重要な基盤技
術をOSSが担う例が増えてきた。日立ソリューションズは、1990年代後半の「Linux」サーバーの発売以来、OSSの推進役として普及に努め
てきた。一例として、プライベート クラウドのインフラ基盤の環境構築・運用ソフトウェアとして注目される「OpenStack」について紹介する。

注目の技術力

スマホファースト

クラウドOSとしての役割を期待される「OpenStack」
エンタープライズでの本格活用前に信頼性を先行的に検証

注目の技術力

オープンソースソフトウェア（OSS）

　スマートデバイスの普及の流れは、業
務システムにおいて本格的な活用の段
階に入ってきた。これまでノートPCで
行ってきた保険営業や工場での部品点
検業務をタブレットに切り替えるなど、さ
まざまな業種でPCからスマートデバイ
スへ切り換える流れは急速だ。
　「問合わせベースから実際の技術支援
までを含めると、案件は半年で80件以上
増加、前年に比べて1.5倍のペースで増え
ている」と言うのは、日立ソリューションズ
で技術開発を行う部署、生産技術センタ 
グループマネージャの西口 真人だ。
　「少し前までは“XXシステムAndroid
対応”とプロジェクト名に“スマホ”を打ち
出したものが目立っていたが、最近は開
発項目の一つとしてスマホ対応が含ま
れることが多く、案件名だけでは“スマ
ホ”かどう分からない。それだけスマホ
対応が“一般化”しつつあることの現れと
いえます」(西口）
　一概に、スマホアプリといっても、スマホ
かタブレットか、ネイティブアプリかWeb
アプリか、AndroidかiOSかWindows8
かで、当然、採用すべきアーキテクチャ
は違ってくる。西口が率いる生産技術開
発グループはネイティブ、Webアプリの
それぞれに専任の技術者を置き、技術
開発に取り組む。スマホ対応プロジェク
トを手がける各事業部の技術支援をす
るほか、開発効率を高めるためのツール
も提供している。
　その一例が、jQuery Mobileの部品を
使ってスマホ対応のWeb画面を簡易に
作れる設計ツール「Bricks」だ。
　「従来、紙の仕様書など、静止した画
面を用いてきたが、それでは画面の動き
や、使い勝手を確認することはできな
い。お客様とのちょっとした認識の違い
が、後の工程で顕在化し、手戻りの発生

で工数が増えることもあります。とりわけ
スマートデバイスではPCとは違う特有
の画面遷移や端末の持ち方、手の大き
さだけでも変わる独特の操作感がある。
要件定義段階でお客様と当社開発チー
ムとの認識のずれを防ぎ、直感的で使い
やすい画面レイアウトを効率的に作る
ために開発しました」
　jQueryとは、HTML5やAjax技術を利用
した高品質なUIを実現するためのOSSの
JavaScriptライブラリ。jQueryを利用する
には高度なプログラミング技術が必要だ
が、「Bricks」を用いると、部品を配置する
だけでビジュアルに画面を設計できるの
が特長。社内開発チームのためのASP
サービスとして提供しているほか、開発者
がお客様先で要望を聞きながら、その場
で修正を加え、その結果をiPad上で実際
に操作するというような使い方も可能
だ。要件定義のスピードアップに役立つ
ことは間違いない。
　生産技術センタでは、もう１つ、
Androidのネイティブアプリを開発する
ための独自のフレームワークとソースを自
動生成するツール「anyWarp Patissier」を
開発し、社内プロジェクトへの適用を進
めている。
　「MVCアーキテクチャと画面制御コン

　OSSの魅力は最新技術を取り込んだ高
機能のソフトウェアを低コストで利用でき
る点だ。ただし、企業が導入するにあたっ
てはいくつかの問題点もある。OSSは無数
にあり、機能や安定性もさまざまだ。自社
のビジネスに適したOSSを選び出した上
で、品質や安定性を検証する必要がある。
　日立ソリューションズは、1990年代後半
にLinux関連ビジネスを開始。それ以降、金
融機関に向けたUnix上で稼動するOSSの
サポート提供や、JBossをはじめとしたソフ
トウェアを提供する米国RedHa t社、
Hadoopを推進する米国Cloudra社やノー
チラステクノロジーズ社など国内外の先
進企業とアライアンス契約を締結し、OSS
関連のソリューションの充実化を図ってき
た。現在は、OSSの技術に長けた専門部署
であるオープンソース技術開発センタを
立ち上げており、OSSの選択と実用化に向
けた検証・評価を行っている。
　「どのOSSを検証するかの選択は、トレン
ドをウォッチして、将来性を見定めていき
ます。判断基準の１つがコミュニティーの
状態。OSSのほとんどは個人や企業が参加
するコミュニティー主導で開発されていま
す。1年でメンバーが10名から500名に急
増していたり、企業が複数入ったりしてい
る場合は注目度、期待度の高いOSSと判断
します」と、オープンソース技術開発センタ
の平原 一帆は言う。
　現在、同センタが取り組んでいるソフト
ウェアの１つが「OpenStack」。クラウド コ
ンピューティングの領域で今後デファクト
スタンダードとなる可能性を期待されて
いる。仮想化基盤の制御や他のソフトウェ
アとの連携によってクラウド環境の構築・
管理を行うソフトウェアである。例えば、
100台のサーバーのリソースにさまざま
な種類のネットワークやストレージが入っ
ていたとして、そこにOpenStackを導入す

ることで、ユーザーはサーバー環境などを
気にせずサービスを利用することができ
るようになる。
　OSSは、コミュニティーを中心に機能の取
捨選択や使い勝手、機能間の連携が決定さ
れるので、他社との連携がとても重要だ。
2012年9月に「OpenStack Foundation」が設
立され、その開発には世界約40カ国、850以
上の企業や組織がコミットし、共同検証や
サービス開発が進んでいる。日立も2013年
11月にGold Memberとなっている。
　「OpenStackはクラウドの世界のLinux
になると言う人もいます。現状はまだ発展
途上と言える部分もありますが、開発ス
ピードが非常に速いため、早くから調査
研究に着手し、いざという時に使えるよう
にしています。現在は、実際のユースケー
スを想定し、OpenStackを導入した仮想
環境がきちんと動くのか、トラブルを起こ
しやすい点はどこで、対処法は何かなど
を検証しています」（平原）
　具体的には、OSCA* という枠組みの中で
「OpenStackを用いたストレージストアの検
証/評価」などをテーマに、日立ソリューショ
ンズ、デル社、レッドハット社の３社で連携
し、サーバー上にOpenStackを使ったクラ
ウド環境を構築し、構築手順を中心に運
用・評価を含めた検証を行っている。その

成果はOSCAのホワイトペーパーとして寄
稿し、またセミナーなどを開催することで、
OpenStackの普及に努めている。
　「数年後にOpenStackがデファクトスタ
ンダード化した時に、お客様に高い信頼性
のある形でソリューションを提供できるよ
うにしておきたい」と平原が語るように、今
後、基幹システムからクラウドや仮想化、
ビックデータ関連の先端的な分野まで、
OSSの導入が進む中、日立ソリューション
ズはOSSの推進役として、パートナー企業
や先進企業、コミュニティーと密接に連携
しながら、エンタープライズでOSSを適用
できる環境の構築に努めていく。

平原 一帆

日立ソリューションズ
技術統括本部 技術開発本部
オープンソース技術開発センタ

Kazuho H
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西口 真人

日立ソリューションズ
技術統括本部 技術開発本部 生産技術センタ
生産技術開発グループ グループマネージャ

M
asato N
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ポーネントを提供することでJavaやWeb
技術者の経験を生かせることが最大の
利点。また、独自フレームワークとこれま
で当社で実績を積み重ねてきたソース
生成機能を組み合わせることで、品質と
効率の両面を高めることができます」
　日立ソリューションズでは、スマートデ
バイスやHTML5など急速に進化する技
術に対しても、いち早く独自のツールを
開発し、お客様が最新のITシステムでビ
ジネスを推進できるよう支援体制を整え
ている。

スマホへ

日立ソリューションズが提供するOSS ソリューション

計画フェーズ 設計フェーズ 開発フェーズ 構築フェーズ 運用フェーズ

OSS 適用コンサルテーション

OSS 評価・検証サービス

OSS 導入・構築サービス

OSS 仮想化構築サービス

Hadoop 導入支援サービス

OSS 移行サービス

OSS コードマネージメントサービス
OSS サポート
サービス

00:00

タブレットヘ

* Open Standard Cloud Association 
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　日立ソリューションズ西日本が、最近、力

を入れているのが小売業向けの顧客分析

システム「Hi-PerBT CRM」だ。

　「少子化傾向が続き、景気回復もなかな

か実感できません。小売業にとって今後、顧

客数が大幅に急増する見込みは少ない。と

すればお客様の財布の中に占める自社の

割合、ワレット・シェアを増やしていくしかな

い。いかに取りこぼしなく自店で購入してい

ただくか、いかにコア顧客や準コア顧客を

増やしていくかが課題になります」と言うの

は、産業流通ソリューション本部 担当本部

長の山口 仁史だ。

　すでに多くの小売店が導入するハウス

カードやポイントカードのサービス。購買

額に応じた割引クーポンをタイムリーに

発行して購買意欲を高めたり、カード使用

履歴から明らかになった顧客の購買行動

データを、いかに今後のマーケティングや

マーチャンダイジング（商品化計画）につ

なげたりするかが重要だ。こうしたハウス

カードやポイントシステムの高度活用が、

「Hi-PerBT CRM」で可能になる。

　一種のビッグデータ分析といってもよ

いが、山口が強調するのはあくまでも売り

場の視点。売り場を良く知るスタッフがよ

り創造性を発揮して販売にあたれる現場

本位なシステムというのが、最大のセー

ルスポイントだ。

　「例えば、地方百貨店ではスーツと惣菜

は一緒に売れる傾向があります。これは

カードを奥さんが握っているから。休日に

ご主人と一緒にスーツを買いに来て、つい

でに今晩の惣菜も買っていくからです。

ビッグデータ分析のアナリストに指摘され

なくても、売り場を熟知した販売員はみな

感覚で理解していることです。だからこそ、

この製品を売り場で使ってほしい。売り場

の担当者が継続的に使うからこそ、その店

らしいOne to Oneマーケティングも可能

になるのです」（山口）

　このため顧客分析システムの開発では、

ITエキスパートではない販売員にとっての

使いやすさを最重視した。

　「売り場用の簡単な分析メニューを用意

しています。とりあえずはこれを使って、現場

の人たちに考えていただく。もちろん、マー

ケティングやマーチャンダイジングの本部

スタッフが必要性や興味に沿ってより高度

に使っていただくこともできます」（山口）

　顧客の一品単価が低くなる傾向は一般

の小売店だけでなく量販店やECショップで

も同じ。客に“買い回り”をさせ、一回あたり

の購入点数を上げることが課題になる。そ

れに対応するため、顧客の過去の購買履

歴がわかるRFM分析＊１を独自にモディファ

イし、顧客１回あたりの買い上げ点数がど

れだけ上がったが可視化できる「FMIスコ

ア推移」を実装したのも特長の一つだ。

　「百貨店向けを強みにはしていますが、

もちろん量販店やECビジネスにも使えま

す。メニュー作りに役立てたい宅食サービ

スや、学習塾で生徒の分析をしたい教育

サービス産業など異業種からの引き合い

も来ています」（山口）

　顧客や会員のことを切実に知りたいと考

える業態ならば、どのようにも使える。百貨

店業界にこだわり、その顧客の動向を掘り下

げたからこそ、他の業態でも使える汎用的な

ソリューションが生まれた例と言えよう。

　日立ソリューションズ西日本には、小売

業CRM関連システムを構築するノウハウ

が蓄積されている。山口自身が全国の百貨

店や量販店、スーパーのシステム構築にか

かわって20年近い経験を持つ。小売業の

商習慣を熟知し、絶えず最新動向をウォッ

チしながら、業界に深く人脈を張り巡らせ

てきた。そのなかで、地域間経済格差の拡
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競争が激化する小売業界。顧客の懐により深く入るためには、ハウスカードやポイントシステムを活用したOne to Oneマーケティン
グの強化が必須だ。日立ソリューションズ西日本の百貨店を対象に築き上げたソリューションが、いまECを含む全国の小売ビジネス
から注目を集めている。キーワードは「現場力の活用」だ。

「現場力」を引き出す、
小売業向けの顧客分析システム
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大や異業種との競合激化など、地方百貨

店が抱える特有の課題が見えてきた。

　同社が今、地方百貨店向けに提案活動

を進めているのが「百貨店クラウド」だ。こ

れは、それぞれの百貨店がこれまでオン

プレミスで保有していた、販売・売掛・買

掛・在庫・発注・仕入管理などの基幹シス

テムをまるごとクラウドサービスとして提

供するもの。前述の「Hi-PerBT CRM」も顧

客分析機能として加わっている。

　クラウドの一般的な特長である、最新

アーキテクチャ利用によるTCO削減、柔軟

で保守性の高いシステム構築などのほか

に、同業他社で実績のあるシステムの有

効活用などが期待できる。業績低迷から

なかなか抜け出せないものの、システム

力を高めたい地方百貨店にとっては魅力

ある提案になっている。

　大都市に旗艦店を持ち、全国主要都市

に支店展開するような中央百貨店は独自

の情報システム子会社を持つことが多

い。ただそのシステムは他社では使えな

い一社一様のシステムになりがちだ。日立

ソリューションズ西日本も中央百貨店の

システム構築の経験があるが、システム

要員の少ない地方の百貨店では使いづ

らい。このノウハウを地方百貨店の共通

システムとして整備した。

　「外商、消化仕入れなど百貨店独特の

商習慣も含めてクラウドで提供します。ポ

イントシステムにおける会員管理や消費

税変更にともなう面倒な値札コードの付

け替えなどの作業も、システム側でカバー

できるようにしています」（山口）

　中国・九州地区を中心に地元に根付い

た「顔の見える」SEがいるというのが日立
システムインテグレーション事業
情報システムコンサルテーションサービス
システム構築・保守サービス
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One to Oneマーケティングをサポートする
顧客分析システム『Hi-PerBT CRM』で売れる“売り場”を実現

・
・

●

パッケージソリューション事業
パッケージ開発 、販売・

●

基本ソフトウェア開発事業
データベース、大規模向けワークフロー製品
開発
情報処理関連機器販売 情報処理機器お
よびネットワーク機器販売
各種保守・工事

・

・

・

●

ワークフローパッケージ
『Hi-PerBT ウェブ申請』

人事・給与業務パッケージ
『Hi-PerBT 人事給与』

長年のノウハウを詰め込んだ、
小売業向けの顧客分析システム

情報システム導入を阻むコストの問題を
「百貨店クラウド」が解消

ソリューションズ西日本の最大の強み。

密度の濃い企業間ネットワークを通して、

システム構築力を鍛えてきた。そのノウハ

ウを背景に、今後は百貨店クラウドを全

国に、かつ他業界にも展開しようとしてい

る。当面は全国にある、年間売上げ数百

億円規模の地方資本の百貨店がター

ゲットだという。

エンドユーザーでの帳票作成などの運用が簡単、手軽に「決裁書、申請書、報告書」などの社
内帳票を電子化し、Web上で申請・承認するワークフローシステムです。
スマホ対応で出先からの承認作業も可能です。

給与明細配信システム
『Hi-PerBT モバイル給与』

既存の給与システムから出力された明細データをもとに、携帯電話、パソコンを持つ従業員へ
明細配布を可能にするシステムです。受け取り方法もエンドユーザーでの選択ができます。
SaaS対応で短期での運用開始が可能です。

販売管理・生産管理システム
『Hi-PerBT KIT3』

オーダーメイドのように、製造業や卸売業のほか、さまざまな業種・業務に柔軟に対応します。
テンプレート＋カスタマイズで短期間・安価に導入可能です。

問合せ管理システム 
『Hi-PerBT SmartKIT』

問合せ・苦情・要望等の「お客様の声」への対応状況を部門間・拠点間で共有するクラウド
型サービスです。お客様の声を共有し、商品やサービスの改善に最大限に活用することで、
CS推進をサポートします。

HSQ-Cloud
『Hi-PerBT Cloud』

販売管理、EDI、給与明細、安否確認、環境情報といった各種アプリケーションをSaaS形態
で提供します。PaaS、HaaS、ハウジングサービスも、ファシリティに優れた九州のデータセン
ターにて提供します。

人事・給与業務のシステム改革で組織の飛躍的な活性化を実現する人事・給与業務パッ
ケージです。 業務ルールの明確化と内部統制への対応を支援します。人事および給与情報
を連動させるワークフロー機能を一部バンドルしています。

＊１：RFM分析
顧客データの属性のうちRecency（最新購買日、最後の
利用日）、Frequency（累計購買回数）、Monetary（累計購
買金額）に注目して分析を行う手法

Hi-PerBT CRM

顧客情報の
有効活用が重要

お客様の顔がより
はっきりと見えてくる

「顧客」を軸にした「販売」
「販促」「品揃」の実現

顧客分析による
顧客ターゲットの明確化

売り場を熟知した
販売員による入力

売り場の担当者が継続的に使うからこそ、その店らしいOne to Oneマーケティングが可能になる

●デシル分析
●デシル分析
●デシルランク推移

●RFM分析
●RFM［3］分析
●RFM［5］分析
●RFMランク推移

●エリア別の動向把握
●郵便番号
●市区町村
●地区

基本分析

エリア分析
●商品分類単位で
　金額・客数等を集計
●大分類
●中分類
●小分類
●単品

商品分析

●客単価アップのための併売傾向の把握
●買い回り分析（バスケット分析など）

顧客導線分析
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